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【第１部】 （※必須項目）

研究費の不正使用、研究活動における不正
行為の防止について

【第２部】 （※任意項目）

〇 科学研究費助成事業（科研費）について
〇 令和４年度公募について
〇 令和４年度科研費への応募について
〇 科研費電子申請システムの操作方法について

次 第
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第１部（※必須項目）

研究費の不正使用、研究活動におけ
る不正行為の防止について

※以下、スライドは文部科学省｢科研費の最近の動向及び令和４(2022)年度公募等の説明資料｣
および「文部科学省『平成30年度科学研究費助成事業公募要領等説明会』（平成29年9月開催）」資料より抜粋
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１．科学研究費助成事業（科研費）の適正な管理等について
２．研究費の不正使用、研究活動における不正行為とは

（不正発生時の研究機関等への影響、不正の定義）

３．研究費の不正使用の防止に関する取組
（不正使用等の防止に関する取組、「研究機関における公的研究費の管
理・監査のガイドライン（実施基準）」の改正概要 等）

４．研究活動における不正行為の防止に関する取組
（不正行為の防止に関する取組、「研究活動における不正行為へ
の対応等に関するガイドライン」の概要 等）

５．科学研究費助成事業実地検査の結果について

６．研究倫理教育プログラムについて

７．研究費の不正使用、研究活動における不正行為に関する相談
窓口

【主な説明内容】
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１．科学研究費助成事業（科研費）
の適正な管理等について
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研究機関による「科研費」の管理～機関管理～

○ 研究者使用ルール（補助条件（交付条件））
• 研究機関に各研究機関が行うべき事務等に従って補助金（助成金）

の管理を行わせる

○ 機関使用ルール（各研究機関が行うべき事務等）
• 研究者に代わり、補助金（助成金）（直接経費）を管理する。本規程に

定めのない事項については、「研究機関における公的研究費の管理

・監査のガイドライン」等を踏まえ、各機関が定める規程等に従って適

切に行う

研究機関が自ら定める科研費に関するルールが、直接経費の使い勝手に
大きく影響している。

研究費は採択された研究課題の研究代表者に対して交付されますが、研究の実
施に専念してもらうため、研究機関が責任をもって管理することとしています。

平成２９年３月２４日付けで、文部科学省高等教育局、研究振興局の連携により、研究費の管理・使用に係る
「大学等における過度の“ローカルルール”の改善」に向けた事務連絡を発出。
文科省HP掲載箇所 http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/ icsFiles/afieldfile/2017/04/19/1222251_02.pdf
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使用ルールの階層構造

【研究機関が定めるルール】

・○○大学研究費取扱規程
等

【制度のルール①】

・研究機関使用ルール

・徴収すべき証拠書類

・クレジットカードの使用方法
・「科研費」受領前の立て替え払いの方法
・レンタカー使用の条件
・外国での助成金使用の注意事項 等

・申請資格の確認

・直接経費の管理・執行、適正な使用の確保
・間接経費の管理・執行、適正な使用の確保
・関係書類の整理・保管
・研究者からの補助事業変更等手続書類を振興会へ提出

・実績報告書、研究成果報告書の取りまとめ及び振興会へ提出

・直接経費は研究機関のルールに従って使用

・間接経費は研究機関に譲渡
・補助事業変更等手続書類は研究機関を通じて振興会へ提出
・実績報告書は研究機関を通じて振興会へ提出
・研究成果報告書は研究機関を通じて振興会へ提出

・善良なる管理者としての注意義務、目的外使用の禁止 など

・予算単年度の原則（補助金）
・繰越明許費（補助金）

【制度のルール②】

・研究者使用ルール

【法令による規制】
・財政法
・補助金適正化法 等 7

科研費の使用ルールの階層構造は以下のとおりです。法令による規制があり、そ
の上に、科研費制度のルールがあり、更にその上に各研究機関が定めるルール
があります。



２．研究費の不正使用、研究活動における
不正行為とは
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３．研究費の不正使用の防止に関する取組
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研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）の改正概要
（令和３年２月改正 文部科学大臣決定）

最高管理責任者による不正根絶への強い
決意表明と役員会等での審議の要件化

監事に求められる役割として、不正防止
に関する内部統制の状況を機関全体の観
点から確認し意見を述べることを要件化

 効果的な内部統制運用のため不正防止の
PDCAサイクルを徹底
【不正防止計画への内部監査結果の反映等】

ガバナンスの強化
～不正根絶に向けた最高管理責任者の
リーダーシップと役割の明確化～

統括管理責任者が行う対策として、不正を
防止する組織風土を形成するための総合的
な取組のプロデュースを要件化

 不正根絶に向けた啓発活動（意識の向上と
浸透）の継続的な実施を要件化

 啓発活動は、コンプライアンス教育と
併用・補完し内部監査の結果など認識の
共有を図る

意識改革
～コンプライアンス教育・啓発活動による
全構成員への不正防止意識の浸透～

 内部監査の実施にあたり専門的な知識を
有する者（公認会計士等）の参画を
要件化

 監事・会計監査人・内部監査部門の
連携を強化し、不正防止システムの
チェック機能を強化

 コーポレートカードの利用等、研究者を
支払いに関与させない支出方法の導入等

不正防止システムの強化
～監査機能の強化と不正を行える

「機会」の根絶～

改正の背景

○ ガイドラインに基づく管理・監査体制については、各研究機関において土台となる基本的体制が整備され、不正防止の取組が行われ
てきたが、依然として様々な形での研究費不正が発生し続けている。
【件数】平成２６年度のガイドライン改正後も、研究費不正の認定件数は毎年１０件程度で推移
【種別】「物品・役務」の不正が減少する一方、「謝金・給与」及び「旅費」の不正が増加傾向
【要因】①不正防止のPDCAサイクルの形骸化、②組織全体への不正防止意識の不徹底、③内部牽制の脆弱性

○ 我が国の科学技術・学術の発展のためには、研究費不正を起こさせない環境を構築し、不正を根絶することが急務。

改正の内容 ～研究費不正根絶のために～

○ 研究機関全体の意識改革を図り、研究費不正の防止に関する高い意識を持った組織風土を形成するために、
以下の３項目を柱に不正防止対策を強化。

○ これまでの各研究機関の取組状況や不正事案の発生要因を踏まえ、従前のガイドラインの記述の具体化・明確化を図る。

＜不正防止対策強化の３本柱＞

各研究機関：令和３年度を「不正防止対策強化年度」と位置付け、各機関で再点検を行い体制整備を推進
文部科学省：各研究機関における体制整備状況のモニタリング及び指導を強化

整備
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研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）骨子

（１）競争的研究費等の運営・管理に関わる責任体系の明確化 ※最高管理責任者及び統括管理責任者の役割を追加

（２）監事に求められる役割の明確化 【新設】

第１節 機関内の責任体系の明確化

（１）コンプライアンス教育・啓発活動の実施（関係者の意識の向上と浸透） ※啓発活動を新設

（２）ルールの明確化・統一化

（３）職務権限の明確化

（４）告発等の取扱い、調査及び懲戒に関する規程の整備及び運用の透明化

第２節 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備

（１）不正防止計画の推進を担当する者又は部署の設置 ※不正防止計画推進部署と内部監査部門の連携の強化

（２）不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定及び実施 ※不正防止計画へ内部監査結果を反映させることを追加

第３節 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施

※コーポレートカードの利用等による不正防止対策の強化

第４節 研究費の適正な運営・管理活動

第５節 情報発信・共有化の推進

※内部監査における専門的知識を有する者（公認会計士等）の活用

※監事・会計監査人・内部監査部門の連携

※内部監査結果の周知と機関全体としての再発防止の徹底

第６節 モ ニ タ リ ン グ の 在り方

第７節 文部科学省による研究機関に対する モ ニ タ リ ン グ 、指導及び是正措置の在り方

第８節 文部科学省、配分機関による競争的研究費等における不正への対応 14



○交付しない期間の扱いについて

【不正使用、不正受給】

15

なお、以下に該当する者に対しては、「厳重注意」の沿いを講ずる。
１．上記Ⅱのうち、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断され、かつ不正使用額が少額な場合の研究者
２．上記Ⅳのうち、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断された研究者
（出典：独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領第5条第1項第1号及び第3 

号に定める科学研究費補助金を交付しない期間の扱いについて）



不正使用等の防止に関する取組（１）
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不正使用等の防止に関する取組（２）
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不正使用の具体事例①

【カラ雇用、カラ謝金】

不正の手法

○当該教員は、学生に対し、実際に業務をしていない日を含めて虚偽の出勤表や業務従事日誌を
作成するよう指示し、当該書類に基づいて機関から学生に対して賃金を支払わせた。さらに、当該
教員は学生に対して賃金を還流するよう指示した。

○当該教員は、研究室の大学院生に対し、架空の勤務日及び時間を書類に記載させ、当該大学
院生が実験補助の業務を実施したように装い、機関に謝金を支払わせた。また、当該大学院生に
、 謝金を現金で手渡すよう還流行為の指示を行った。

不正の発生要因

○カラ雇用については、事務は確認していたものの雇用されていた学生の出勤状況は出勤表及び
業務従事日誌のみで行われており、事務担当部署による日々の確認がなされていなかった。

○当該研究機関では、事務室で書類を管理・保管することとなっていたが、当該業務が事務職員
の勤務時間外であったことから、実施確認者である当該教員に書類を常に渡したままになっており、
書類に虚偽記載が可能な状況となっていた。
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不正使用の具体事例②

【旅費の重複受給、目的外使用】

不正の手法

○当該教員は、非常勤講師として授業を担当している出張先機関からの旅費受給に加え、出張先
機関の教授との共同研究を実施すると偽って、所属機関に対して共同研究のための旅費を請求す
るという行為を行った。出張報告書には、共同研究の打合せや実験を行ったかのような記載をして
いたが、それらの具体的な実態を確認することはできなかった。

○当該教員は、科研費の研究とは関係のない講演を依頼されたにも関わらず、所属機関には科研
費の用務で出張を行うとの虚偽の申請及び虚偽の報告をすることによって、先方からだけでなく所
属機関からも旅費を得ていた。

不正の発生要因

○所属機関における旅費支払い処理と、出張先機関における旅費支払い処理は、それぞれ独立し
た処理のため、重複受給について照合することができていなかった。

○所属機関における旅費事務手 続きでは、旅費支給の有無や出張事実の確認を行っておらず、
また、出張者に対して、出張先に連絡をすることがあることを周知しておらず、牽制体制が十分
ではなかった。

○研究機関における不正使用事案
URL：https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1364929.htm
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４．研究活動における不正行為の防止
に関する取組

22



23



研究者・科学コミュニティの責任

【研究活動】
○観察や実験等によって知 り得 た事実やデータを素材としつつ、 自
分自身の省察・発 想 ・アイデア等に基づき新たな知見を創造

○研究活動によって得られた成果を客観的で検証可能なデータ・
資料を提示しつつ、 科学コミュニティへの公開

【研究者の責任】
○責任ある研究の実施
・研究活動の本質を理解し、それに基づく作法や研究者倫理を身に付ける
・共同研究における個々の研究者間の役割分担・責任の明確化
・ 研究データの適正な記録保存や厳正な取扱いの徹底

○特定不正行為の疑惑を晴らそうとする場合、自己の責任におい て、科
学的根拠を示し て 説明

【科学コミュニティの責任】
○各研究者から公表された研究成果を厳正に吟味し、評価するこ
とを通 じて 、品質管理を徹底

○不正行為の範囲・定義について、各研究分野の状況等を踏まえ、
学協会の倫理規程や行動規範、学術誌の投稿規程等で明確化し 、
当該不正行為が発覚し た 場合の対応方針を提示

大学等の研究機関の責任

【組織としての責任体制の確立】
○管理責任の明確化と不正行為を事前に防止する取組の推進
・不正行為疑惑の調査手続きや方法等に関する規程・体制の整備・公表
・実効的な取組推進（研究者間の役割分担・責任の明確化、代表研究者
に よる研究成果確認、若手研究者へのメンター配置等を組織的に取組む）

【不正の事前防止に関する取組】
○不正行為を抑止する環境整備
・ 研究倫理教育の実施

✓大学： 学生の研究者倫理に関する規範意識を徹底。学生への研究倫理教育を実施。

✓ 大学等の研究機関： 研究倫理教育責任者の配置。広く研究活動にかかわる者を対象

に定期的に研究倫理教育を実施。

✓ 配分機関： 競争的資金等により行われる研究活動に参画する全ての研究者に研究倫

理教育に関するプログラムを履修させ、研究倫理教育の受講を確実に確認。

・ 一定期間の研究データの保存・開示の義務付け

【不正事案への対応】
○特定不正行為（捏造、改ざん、盗用）の告発受付、事案調査、 調査
結果の公開
・ 調査への第三者的視点の導入（外部有識者半数以上。利害関係者排除）
・各研究機関における調査期間の目安の設定
・調査の公正性等に関する不服申立ては調査委員を交代・追加等して審査

研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン【概要】
～不正行為に対する研究者・科学コミュニティ、研究機関の責任の観点から～

【不正行為に関する基本的考え方】
○研究活動における不正行為は、研究活動とその成果発表の本質に反するものであり、科学 そのものに対する背信行為。 不正行為に対して厳しい姿勢で臨む必要。

○不正行為への対応は、まずは研究者自らの規律、及び科学 コミュニティ、大学等の研究機関の自律に基 づ く 自浄作用と してな されなければな らない 。

○大学等の研究機関が責任を持って不正行為の防止に関わるこ と に よ り 、 不正行為が起 こりに くい環 境 が つ く ら れ る よ う対応の強化を図る必要があるため、特 に 、

組織としての責任体制の確立による管理責任の明確化、 不正行為を事前に防止する取組を 推進。
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違反に係 る研究機関に対する措 置

○間接経費の削減
・体制不備が認められた研究機関に「管理条件」を付 し 、 そ の 後、履行が

認められない場合

・正当な理由なく調査が遅れた場合

違反に係 る研 究者に対する措 置
○競争的資金等の返還、申請制限
（競争的資金等のみならず、運営費交付金等の基盤的経費により行われた 研究活

動の特定不正行為も対象と す る ）

○所属研究機関の組織内部規程に基づく処 分

研究者・科学コミュニティの責任 大学等の研究機関の責任

違反に係る研究者に対する措置 違反に係る研究機関に対する措置
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○交付しない期間の扱いについて

【不正行為】

※論文の取り下げがあった場合など、個別に考慮すべき事情がある場合には、事情に応じて適宜期間を軽減
することができるものとする。
（出典：独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（科学研究費補助金）取扱要領第5条第1項第5号
及び独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）取扱要領第5条第1項第
5号に定める期間の扱いについて） 31



研究活動における不正行為の具体事例①

32

【捏造、改ざん】

不正事案の概要

○当該研究者が発表した論文について、一次データをもとにした論文作成のための二次データの
作成や論文のための図を作成する段階で数値を操作することで、自身の主張にとって有利な結果
となるように捏造や改ざんを行っていた。

不正事案の発生要因

○当該研究者には、研究者としての行動規範や研究倫理が欠如していた。また、当該研究者が所
属する研究グループでは、当該研究者を中心に研究を進められており、グループ内では論文作成
のためのデータと図との整合性はチェックされておらず、部署全体で実施する検討会においても、
発表・報告用に作られた図を用いて説明が実施されており、データと論文に用いられる図との整合
性が十分に確認されていなかった。



研究活動における不正行為の具体事例②

33

【盗用】

不正事案の概要

○当該教員の著書において、他者の論文と酷似している箇所が複数存在した。引用元の論文や 引
用部分を示さず、あるいは一部の語句を言い換えて転用したり、引用元の構成や文章をほぼそ の
まま転用しており、研究者としてわきまえるべき基本的な注意義務を著しく怠ったものであるため、
盗用として認定した。

不正事案の発生要因

○論文の執筆に際しては、当然守られるべきである、他の研究者の成果に対する適切な引用手続
きについて、当該教員には重大な認識不足があった。また、研究機関により研究倫理教育が実施さ
れていたものの、十分に徹底が行き届いていなかった。

○文部科学省の予算の配分又は措置により行われる研究活動において不正行為が認定された事案（一覧）
URL：https://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1360484.htm

http://www.mext.go.jp/a_menu/jinzai/fusei/1360484.htm


５．科学研究費助成事業実地検査の結果
について

34



令和２年度科研費実地検査の結果

（１）科学研究費助成事業実地検査の目的

○研究機関における科研費の機関管理の実態及び不正防止への取組状況を把握し、必要に応じて
指導・助言を行うことにより、研究機関に対して科研費を管理する機関として必要な体制の整備を
求める。
○研究機関の科研費担当者の科研費の適正管理に対する意識向上を図る。
○実地検査結果の分析や、研究機関との科研費制度に関する意見交換の実施により、科研費制度改善の
一助とする。

（地方）独立行政法人・国立研究開発法人…４機関
その他（公立研究機関、財団法人）…４機関

（２）令和２年度の実施研究機関数

○３８研究機関
国立大学…１１機関
公立大学… ５機関
私立大学…１３機関
大学共同利用機関法人…１機関

○科研費の応募資格等に関する事項
○科研費の事務手続等に関する事項
○科研費の執行管理に関する事項
○研究機関における不正を防止するための
体制等に関する事項

※実地検査の結果は文書で通知。

※特に、「法令、科研費に係る規程等、
ガイドラインに抵触している疑いが
あるなど早急に改善すべき」指摘は、
期限を切って改善状況について報
告を求めます。

（３）主な検査事項

令和２年度は、新型コロナウイルスの
影響のためオンラインにより実施

35



令和２年度科研費実地検査における指摘事例

【換金性の高い物品の管理が不十分（8機関/38機関）】

主な指摘内容

・換金性の高い物品の管理について、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」
を踏まえた適切な管理がなされていない。

改善のポイント

使用ルールや管理・監査のガイドラインに基づき、規程等を研究機関にて適切に整備し、それに基
づいた管理を行ってください。その物品の金額に関わらず、換金性の高い物品とされるものがある
ため、適切な管理を行ってください。 41

参考

・「機関使用ルール」より抜粋
（略）なお、換金性の高い物品についても適切に管理すること。
・「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」より抜粋
換金性の高い物品については、競争的研究費等で購入したことを明示するほか、物品の所在が分
かるよう記録することなどにより、適切に管理する。

指摘なし…30機関（78.9％）

指摘あり…8機関（21.1％）

36



令和２年度科研費実地検査における指摘事例

【検収に対する事務体制の不備（14機関/38機関）】

主な指摘内容

・発注者と検収者が同一であるなど、当事者以外のチェックが機能しない検収体制となっている。
・検収業務全般について、規程と検収業務の実態が乖離している例が見受けられる。

参考

・「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」より抜粋
発注・検収業務については、原則として、事務部門が実施することとし、当事者以外によるチェック
が有効に機能するシステムを構築・運営し、運用する。
・「機関使用ルール」より抜粋
購入物品の発注、納品検収、管理について、（中略）研究機関が適切に行うこと。

改善のポイント

・発注した当事者以外によるチェックが行われるよう、検収体制の見直しを適切に行ってください。
・検収は、使用ルールや研究機関で定める会計規程等に従って適切に行ってください。 42

指摘なし…24機関（約63.2％）

指摘あり…14機関（約36.8％）
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令和２年度科研費実地検査における指摘事例

【人件費等を支出するための事務局の関与等の不足（10機関/38機関）】

主な指摘内容

・人件費や単発的な役務に対する謝金について、研究機関の事務部門による、雇用者・作業者
に かかる勤務実態確認が行われていない。

参考

「機関使用ルール」より抜粋
・研究協力者の雇用に当たっては、研究機関が採用時に面談や勤務条件の説明を行い、雇用契
約 において勤務内容、勤務時間等について明確にした上で研究機関が当事者となって雇用契約を
締 結するとともに、研究機関が出勤簿や勤務内容の確認を定期的に行うなど研究協力者の勤務
状況 について適切に管理して給与等を支給すること。

改善のポイント

勤務状況の確認については、研究室のみに任せるのではなく、研究機関として実態を把握できる体
制を取ってください。

43

指摘あり…10機関（26.3％）

指摘なし…28機関（73.7％）
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６．研究倫理教育プログラムについて

39



科研費における研究倫理教育プログラムの受講等(1)

40

科研費の研究活動に参画する研究者は、以下の
①または②の受講等が必須。

①次のような研究倫理教育に関する教材の

通読・履修

・Green Book

・eL CoRE

・APRIN eラーニングプログラム

(eAPRIN(旧 CITI Japan)) 等

②「研究活動における不正行為への対応等に関する
ガイドライン」を踏まえて研究機関が実施する研究
倫理教育の受講



科研費における研究倫理教育プログラムの受講等(2)

41

１．令和４年度新規研究課題に参画する研究代表者、研究分担者

令和４年度科学研究費助成事業の新規研究課題に参画する研究代表者、研究分担
者は、交付申請前までに、研究倫理教育の受講等をあらかじめ行っておくことが必要
です。
なお、過去に研究倫理教育の受講等をしている場合や、他の研究機関で研究倫理教
育の受講等をした後に異動をした場合などには、所属する研究機関に研究倫理教育
の受講等についてよく確認をしてください。

２．令和４年度に継続が予定されている研究課題の研究代表者、研究分担者

研究倫理教育の受講等については、所属する研究機関によく確認をしてください。
ただし、令和４年度科学研究費助成事業で新たに研究分担者を追加する場合、研究
代表者は、当該研究分担者が研究倫理教育の受講等を行ったか確認する必要があ
ります。

その際、研究分担者は、交付申請前まで（交付決定後においては、研究代表者が日
本学術振興会に研究分担者の変更承認申請を行う前まで）に、研究倫理教育の受講
等を行う必要があり、受講した旨を研究代表者に報告してください。



【参考】研究倫理教育教材の例（１） ― Green Book

日本語版

（平成27年3月）

英語版

（平成27年5月）

日本学術振興会

「科学の健全な発展のために－誠実な科学者の心得
－」（通称:Green Book）を編集・出版

 研究者が知っておくべき事柄や研究の進め方などの
基盤知識をとりまとめ

 HP（https://www.jsps.go.jp/j-kousei/rinri.html）でテ
キスト版もダウンロード可能

日本学術会議 提言

「研究活動における不正の防止策と事後措置－科学の
健全性向上のために－ 」（平成25年12月26日）

「すべての研究者が不正行為や利益相反への対処を含
めた『科学者の行動規範』を学習し、それに基づいて行
動するように、研究機関や学会等において研究倫理に
関する研修プログラムを開発して実施することが必要」

日本学術会議

の連携・協力

42

（構成）
Ⅰ 責任ある研究活動とは
Ⅱ 研究計画を立てる

Ⅲ 研究を進める
Ⅳ 研究成果を発表する
Ⅴ 共同研究をどう進めるか
Ⅵ 研究費を適切に使用する
Ⅶ 科学研究の質の向上に寄与するために
Ⅷ 社会の発展のために

http://www.jsps.go.jp/j-kousei/rinri.html


【参考】研究倫理教育教材の例（２） ― eL CoRE

「科学の健全な発展のために-誠実な科学者の心得-」（ Green Book ）をもとにした「研究倫理
eラーニングコース（e-Learning Course on Research Ethics［eL CoRE］）」を提供（日本語版、英語版）

https://www.netlearning.co.jp/clients/jsps/top.aspx

43

http://www.netlearning.co.jp/clients/jsps/top.aspx


７．研究費の不正使用、研究活動における
不正行為に関する相談窓口
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研究費の不正使用、研究活動における不正行為に関する相談窓口
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研究費の不正使用、研究活動における不正行為に関する相談窓口
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本学の研究費の不正使用および研究活動における不正行為に関する通報窓口
研究費の運営・管理および研究活動に関する相談窓口

【対象】
・預け金、プール金（カラ出張、カラ謝金）、書類の書換え等により不正に研究費を使用すること。
・関係法令、配分機関の定め、学内関係規程等に違反して研究費を使用すること。
・論文等における研究データのねつ造、改ざん、盗用などの行為。
・その他、研究費の不正使用または研究活動における不正行為に該当すると思われるもの。

【留意事項】
・通報された情報は、必要な調査を行うためだけに使用し、それ以外の目的に使用したり、公開したりすることはありません。
また、通報者は、通報をしたことを理由として、不利益な取扱いを受けることはありません。
・通報された情報に関し、より詳細な情報、調査への協力を求める場合があります。
・調査の結果、悪意（被通報者を陥れるため、あるいは被通報者が行う研究を妨害するため等、専ら被通報者に何らかの損害を
与えることや被通報者が所属する機関・組織等に不利益を与えることを目的とする意思をいう。）に基づく通報を行ったこと
が判明した場合は、通報者の氏名の公表、懲戒処分、刑事告発その他必要な措置を講じることがあります。

研究費の不正使用および研究活動における不正行為に関する通報を受け付けます。

研究費の運営・管理および研究活動に関する学内外からの相談を受け付けます。

【対象】
・研究費の運営・管理および研究活動に関すること。
・研究費の不正使用および研究活動における不正行為に関する通報または情報提供に関すること。

【留意事項】
・事例を整理・分析し、必要に応じて、コンプライアンス教育等において周知する等により学内で共有させていただきます。
・前項の分析結果は、必要に応じて、モニタリング結果等とともに基本方針及び内部規程等の見直しに活用させていただきます。
・相談内容によっては、通報事案として受け付けることがあります。

【通報・相談窓口】
常磐大学・常磐短期大学学事センター研究教育支援係
〒310-8585 茨城県水戸市見和1-430-1
TEL : 029-232-2541（直通）、FAX : 029-232-2955、 E-mail : kenkyu※tokiwa.ac.jp（※は@に置き換えてください）

【受付時間】
8：30-17：30（日曜日、土曜日、祝日、本学所定の休日を除く。）

【通報方法】
通報（相談）用フォーマットに必要事項を記入の上、書面、電話、FAX、電子メール、面談により通報（相談）願います。
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